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広島県活性化の課題本

森 井 昭 顕

1 .はしがき

昭和54年における断続的な石油価格の引上げは，第1次オイル・ショッ

ク，すなわち，昭和48年秋の石油価格引上げによるグローパルな衝撃から

の回復途上に， 再びグレイト・インパクトを与えた。すなわち， 第2次

オイノレ・ショッグである O そのショックは世界的なスタグフレーション

(Stagflation)を惹起させた。世界の石油輸入国は輸入価格の上昇による国

際収支の大幅な赤字を蒙むった。その中でも，主要な先進工業国では，代

替エネルギーの開発，あるいは石炭の再導入をもたらし，スタグプレーシ

ョンの克現に努力を重ねていったので、ある O しかしながら，経済の急速な

冷却によって，景気の谷聞をさ迷いながら立直り難い状況下にあるのが現

実であるO 昭和57年に入札生産調整の結果が漸次表面に顔を出し，在庫

整理が進行し始めた。その結果，次第に景気動向の立直りが表われてきた

のである。けれども，全ての業種および全県において，完全によりベター

な方向にあるとは言えなし、。各県においても種々なる創意工夫を持って，

景気回復に対応しているのであるが，われわれは広島県を中核にして経済

的活力に関する問題を考察しようとしているのであるC 広島県庁から発表

された地場産業振興ビジョンおよびテクノポリス建設構想、を基礎に，広島

県が将来に対して技術立県にドライブしようとしているその周辺を検索す

ることが，われわれの本稿における狙いである。従って，昭和54年から始

*松山商科大学60周年記念における中四国務経学会で，このタイトノレで、もって発表し

た原稿に加筆されたのが本稿である。諸地域においても非常に感心の高い問題であ

り，多くの先生方から有意なるディスカッションを行なうことができ，さらに種々

なるコメントをいただし、たことに対して，ここで誠意を表する次第である。
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まった第2次オイル・ショック以降の景気動向を，まず第一に考察し，次

に景気沈滞のなかから生じた種々なる構築想定に目を転じて行きたい。わ

れわれはわれわれ自身の非凡なるキャバシティをもって考察するのであ

る。それ故に，誰人の目にもとまらない机下の反古になる可能性が大であ

ろう O 諸先輩および諸兄氏の支援により，文殊の智慧をわれわれに授受さ

れることを期待している O

n.生産部門における指標の推移

昭和48年秋に発生した第 1次オイル・ショックから，やっと回復軌道に

乗った景気も，昭和54年の段階的な石油価格のヲ|き上げは，世界中を震憾

させる結果になった。わが国はエネルギーを大部分石油製品に依存してい

たため，二回に亘るオイル・ショックば激烈なインパクトを与えられた。

支ず全国の鉱工業生産指数(第1表参照)を前年比でみれば，昭和53年に

7.0パーセントまで上昇したので、あるが，昭和55年には2.2パーセントに下

落し，遂に昭和57年にはマイナス0.6パーセントまでに降下するに至った。

しかしながら昭和58年4月以降長L、トンネルを抜げプラスに転じ同年

〈第1表〉 全国鉱工業関連指数〈前年上七%)

53 54 55 56 57 

8.0 2.0 ム0.6

工出荷 6.2 7.1 0.4 1.5 ム1.1
業在庫 ム.3.1 0.9 9.0 ム0.1 ム1.2

広島県鉱工業生産関連指数 (S55=100)

\~I 5.3 
生産| 一 92.6

出荷-I 95.6 
在庫 i 一 93.6

資料:全国指数は日本経済新聞および広島県指数は中小企業情報より収集
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(前年同月比. %.C:二コ全国.~広島県)
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く第1図〉 鉱工業生産指数
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8月には前年比5.0パーセントまで上昇してきたので、ある。

一方，広島県においては，昭和55年を基準にした鉱工業生産指数をみれ

(i，昭和56年は101.9であり，昭和57年には99.3を示している O この指数

ば全国平均と比較しでも低い状態である O このことは第1図を参照するこ

とによって明確になるだろう O

昭和58年2月および 3月には，それぞれマイナス15.8r;一セント，マイ

ナス13.0バ一セントと大幅な下落を呈している。しかしそれ以後は漸次

マイナス幅が小さくなり，同年8月にはマイナス 3.7 /~一セントまで縮少

してきた。このような状態は中国地区と比較しても異常と言えるのではな

〈第2表〉 鉱工業指数(対前年同月比%)

S 58 (1983) 
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いだろうか。第2表を参照されたい。

それでは何故広島県における鉱工業生産が立ち遅れているのだろうか。

そこで広島県における産業別純生産構成比をみれば，昭和53年において第

1次産業は2.8パーセントであり， 第 2次産業は3l.6パーセントとおおよ

そ 3分の 1を占めている。その他第3次産業は65.7パーセントであり，ほ

〈第3表〉 鉱工業生産指数%(広島県〕

S 58 (1983) 

I July I August ISePteb~rl OctoberlNOveb;rlD悶 Zri January 

前月比ム13.4: 4.1 ム1.5 ム3.2 ム4.a 1.~ 6.9 | i  I1|ll  
鉄鋼業t前年同月比 ム9.2i| ム.0.1 ム4.9 ム8.1 ム13.31 ム1.0.9 ム4.3
非金鉄属{前前年月 比 ム.8.91 13.3 ム2..8 ム2.4 ム3..8! 4.21 8.8 

同月比ム19.61 66.5 ム11..0ム山ムω ム9.6 ム~.~I
機械{前前年月比 ム4.71 2.5 ム1.7 ム7.21 1.91 5..0 ム2.4

同月比ム11.9 ム8.3 ム6.9 ム14.5 ム17.9 ム10.2 ム13.1

窯土 石業{前前年月同月比比
3.4 ム7.8 2..0 ム.8.1 5.1i 2.5 ム.3.5

ム，3.3 ム12.8 ム16.4 ム24.1 ム14.8 ム11.4 ム15.5

{前月比 1.1 ム1.7 .0..0 ム2.7 2.1 ム1..0 3.2 
繊維 前年同月比 10.7 2..8 .0.8 4.7 9.5 

木木材{前月比 ム.0.5 3.8 ム1.3 2.7 4.4 .0.7 

製品前年 ム5.8 ム.0.9 ム2.21 ム6.3 .0.7 1.3 ム.0.5

iFtJω1 I April I May I June I July I A山 t
ム11.6 ム.0.1 3.9 

鉄鋼業 前年同月比 ム6.3 ム12.5 ム5.2 ム5. 3.7 6..0 7..0 

非金鉄属{前月比 4.2 ム2.4 .0.5 5. ム3.3 2.7 6.2 

前年同月比 .0.7 2..0 ム2..0 6. 4.71 15.5 11.3 

{前月比ム8.2 ム1..0 3.7 ム5・71 ム4・1 .0.9 

機械 前年同月比ム.24.9 ム18.9 ム12.1 ム4.2 ム9.9! 611.2 ム1.0.3

窒業石{前月比 ム3.5 1.5 ム1.5 .0.6 ム6.9 .0.5 

土 前年同月比 ム9.8 ム7.3 ム7.1 ム12.1 ム7..0 ム.0.4

ム.0.1 ム1.3 ム.0.3 ム.0.9 1..0 ム4.9 3..0 
繊維 前年同月比 2.3 ム.0.5 .0.6 3.7 ム.0.3 ム5.8 ム2.8

木木材{前月比 ム6.9 8.1 ム471 65.5 ム.8..0 5.2 

製品前年同月比 2.6 1.9 .0.3 3.3 ム2.8 ム.0.3

資料:広島県中小企業情報より収集
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とんど商業およびサービス業に依存Lているのである。広島県内生産の約

30パーセントを占有している第 2次産業のなかで，代表的な業種の生産指

数が第 3表に示されているc

それによれば，鉄鋼業は昭和58年5月頃まで雨模様であり，やっと梅雨

明け後の晴れ間を迎えたと言えるだろう。非鉄金属は雨時々曇の状態を通

過し，晴天の下に置かれてきたと思われる。しかし，機械部門は全くのキ

ャツ・アンド・ドッグのなかから設け切れないでいる。また，繊維および

木材・木製品産業も曇時々雨の状態であるO さらに，船舶手持工事量およ

び新設住宅着工数も，それぞれどしゃぶりの雨，あるいはまだら模様を呈

している o (第4表を参照されたい〉

斯様に，広島県における鉱工業生産の低迷は，基幹産業と称されている

鉄鋼業，非鉄金属，機械，および造船業に依存している度合が大きく，第

〈第4表〉 船舶・住宅・自動車の推移%(広島県)

558 (1983) 

| I July 門向 ltIU

1)森井昭顕:広島県の活性化に関する一考察，広島経済大学経済研究論集第6巻2

号， 1983年 pp.20~23 を参照されたい。
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(前年同月比.%.[二コ全国.f7lll1s広島県)
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資料:日本経済新聞および広島県中小企業情報より収集

〈第2図〉鉱工業出荷指数
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2次オイル・ショックが経済のファンダメンタルズにグレイト・インパク

トを与えたことが立証される O

鉱工業出荷指数(第2図参照)を比較すれば，全国平均では生産指数が

マイナスを示している期間は，出荷指数も低下している。しかしながら，

生産の増加とともに出荷も上昇一途を辿っている。

それと反比例して，在庫指数(第3図参照)は全国平均において昭和58

5 
(前年同月比. %.C二コ全国.~広島県)
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資料:日本経済新聞および広島県中小企業情報より収集

〈第3図〉鉱工業在庫指数
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年1月よりマイナスに転じている。けれども，広島県の場合には出荷指数

も好転を示ずに至っていない。しかし，在庫指数がマイナスを呈している

ことは，第2表から知ることができるだろう。

それ放に，要約すれば，生産が増加すれば，製品の出荷が増加するから，

従って在庫量が減少するのが定説である。しかし，広島県においては，生

産は減少し，出荷も低下しているにも拘らず，在庫がマイナスを示してい

る。このことは，生産の縮小化が進行している反面，在庫調整がかなりな

速度で進んでいることを意味していると考えられる。

m.消費部門における指標の変歴
昭和54年の段階的オイル価格の値上げは，生産部門における大きな衝撃

を与えられた。そのことは前節において見てきた如くである。生産部門の

低下は完全失業率の増加となって表面化した。季節調整済みの全国完全失

業率は，昭和54年に2.1パーセントが，昭和57年には2.5パーセントに増加

し，昭和58年1月から8月までの期間に2.5パーセントから2.8パーセント

と減少する気配を示していない。(第4図を参照)

このような状況を証明するかのように，全国の有効求人倍率もまた，昭

和57年6月から昭和58年8月まで，おおよそ0.6倍の低さである。逆に，

広島県における有効求人倍率を全国と同じ期間を比較すれば，約0.7倍だ

(前年比および前年同月比.%) 

4 

10 11 12 1 2 3 4 6 7 8 
S .58 

〈第4図〉 白
河 全 失 業 率

(前年比および前年同月比， %) 
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〈第5表〉 有効求人倍率(対前年同月比〉

S 58 (1983) 

June July !i August |iSey pteEr1|October||Novembd -|De e ber| | 

全国 105810581058!0591058l O59l0601060 
広島 0.64 I 0.66 I 0.66 I 0.69 I 0.67 I 0.66 I 0.64 I 0.60 

lFt山iarchI April I May I June I July I August ISe吋er
全国|0601061106010571058|ou[0581059 
広島 0.59 I 0.59 I 0.52 I 0.50 I 0.49 I 0.50 I 0.53 I 0.57 

資料:全国は日本経済新聞および広島は中小企業情報より収集

ったものが約0.5倍に 2ポイント程度減少している。(第5表を参照)

このことは広島県が未だ不況の環境から離脱しきれないでいることを示

唆している。

そこで，ある一つの消費に関するバロメーターである大型庖売上高を謂

べてみよう。昭和54年度は，対前年同月比の推移をみれば，おおよそ7パ

ーセントから8パーセントで越年している。昭和55年は1月から3月まで

11パーセントで経過し，それ以降昭和56年末まで，季節的な変化はみられ

るものの約8パーセントから8パーセント弱程度を示している。昭和57年

1月5.6パーセントの売上げをもたらしているが， 同年6月までおおよそ

3パーセントで通過している。それ以後，昭和58年8月まで約2パーセン

トから 1パーセントの伸びに留まっている。

広島県における百貨庖売上高は，昭和55年6月および11月にそれぞれ

12.1パーセント， 11.2パーセントと高い指数を示しているが，その他の月

は約7パーセントから8パーセントの間で推移している。昭和56年は2月

に3.1パーセントを表してし、る以外， 翌57年2月まで約10パーセントから

15パーセントと高い水準を維持している。全国平均と比べておおよそ2倍

の伸び率を示している。その原因は何であるかを確証する資料を，われわ

れは現在持ち合わせていないけれども，直観的憶測が許されるならば，そ

れは不況のなかの苛立，あるいは，その焼腹と表現できるかもしれない。
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昭和57年は前半6月まで約6パーセント，あるいは7パーセントの伸びで

あるが，しかしそれ以後はおおよそ 5パーセントから 2パーセントで経過

している。昭和58年は約1パーセントから 2パーセントの低い水準で推移

している O

同じように， 日本チェーンストア販売額も昭和57年6月以降の経過をみ

ても，おおよそ 1八一セントから3パーセントの低い伸びを示しているに

過ぎない。しかしながら広島県のセルフ庖販売額の伸び率は，非常に高

い水準を保っている。これは大健闘と言わざるを得なL、。

われわれが第6表から見る限り，大型庖売上高においては，全国平均よ

りも広島県がより高い伸び率を占しているということを知ることができ

る。特に，広島県内のセルフ庖が懸命になって売上げを伸ばしていること

は注目に価するだろう。このような広島県の動向を裏附けるかのように，

食料および被服に関する消費支出指数を，われわれは持っている。それに

よれば食料に対する支出の伸び率は，約 2パーセントから 4バ一セントと

大きな変動もなく推移している。しかし，被服の支出は，かなり上下運動

を繰り返しているが，消費支出を下支えしているものと考えられる。(第

〈第6表〉 大型!苫売上高指数(前年同月比%)

S58 (1983) 

肋 IAugust IS明白山叫Nover-!D吋~rl Jan町

百貨 庖信Z
日本チェーンj全国
ストアセルフ庖l広島

1.81 2.61 1.2 

2.7' 3.5 

1.7 

IFezryiMadlA山]
百貨庖「全国 o 可ム~.~I :.:1 ~ ~I ムω

l広島 2.1i ム0.11 2.~ 2.~ 

日本チェーンf全国 3.51 1.41 2.61 -i 
ストアセノレフ后l広島 13.61 6.21 2.51 0.81 

資料:全国指数は日本経済新聞および広島指数は中小企業情報より収集

0.8 

1.6 

1.3 

13.7 

1.2 

3.0 

4.8 
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〈第7表〉 消費支出動向(前年同月比%)(広島県)

858 (1983) 

June I July I August 1
5e伸長|October|Novtret|

12lム02l
1.7 

被服 5.2 I 6.4 6.2 0.8 2.6 2.7 1.3 3.9 

lhzry|地 rchI 
April 
I 
May 
I 
June 
I 
July 
I 
August 
1
5e吋
er

食料
[1613313146124lii

ム17l
1.4 

被服 6.9 I 10.3 I 11.2 I 1.1 I 0.0 I 1.0 I ~0.2 3.4 

資料:広島県中小企業情報より収集

7表を参照)

かかる動向に対しては，物価の推移によって，売上げ伸び率に大きくコ

ンツリビューションするものである。もし売上げの伸び率が10パーセント

であったとする場合，物価指数が同じように10パーセント上昇したと仮定

すれば，実質伸び率は全く 1でしかない。このように物価の動きによって，

数字のイルージョンにかかる可能性もあるのである。

まず第ーに，全国の卸売物価指数は， 昭和53年にマイナス2.3パーセン

トであったが，昭和54年および昭和田年は，それぞれ13.0パーセント，お

よび12.8パーセントと高い上昇率を示している。昭和56年および昭和57年

は，全く逆に1.3パーセント，および1.0パーセントと低くなっている。同

じように，消費者物価指数は，昭和53年3.4パーセント，昭和54年4.8パー

セントと比較的に急上昇しているといえないが， 昭和55年には7.8パーセ

ントと高い上昇に転じていった。けれども， 昭和田年に4.0パーセントと

減少傾向を示し，昭和57年には2.4パーセントにまで下落した。一方， 輸

入価格は昭和53年マイナス16.1パーセントが，翌54年には約4倍の53.8パ

ーセントにまで上昇した。昭和田年も21.8パーセントの上昇率であり，所

謂輸入インフレーションの状態を呈示している。その後は昭和56年および

昭和57年は急降下を示しそれぞれ5.3パーセント，および5.5パーセント

と下落の一途を辿っている。(第8表を参照)



く第8表〉

(¥¥j 
卸売

消費者

輸入

物

資料:日本経済新聞より収集

広島県活性化の課題

{商 指 数

広島県物価指数

(卸売 S50=100) (消費者 S55=100)

¥¥¥J 
卸売 i
消費者|

53 54 

120.2 

92.2 

資料:広島県中小企業情報より収集

55 

142.7 

100.。
57 

148.7 

107.。

13 

昭和57年 7月から昭和58年 8月までの卸売物価指数および消費者物価指

数は，それぞれ第5図および第6図に示されている。この両図は全国と広

島県を比較して表わしている。

これから知り得ることは，消費者物価指数は約2パーセントから 3パー

〈第9表〉 物価指数(対前年同月比%)

S58 (1983) 

|一価{諸 2.6 1.6 1.5 1.6 1.6 1.6 1.2 

i消費者物価{広全国島
1.7 3.1 3.2 3.1 2.3 1.8 2.0 

1.6 2.8 2.6 3.0 2.4 1.9 2.5 

May June July I Aug四

卸売物価{広全国島
ム0.7 ム1.4 ム2.2 ム1.9 ム2.0 ム2.4 ム2.9

0.8 0.5 ム0.9 ム1.4 ム1.4 ム2.4 ム3.7

消費者物価{広全国島
1.9 2.3 2.0 2.7 2.0 2.2 1.2 

2.4 3.4 3.0 2.5 1.3 1.6 1.3 

資料:全国指数は日本経済新聞および広島指数は中小企業情報より収集
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(前年同月比， %，ー一一一ー一全国，ーーーーーー広島県)

3 

2 

。
-1 

2 

-3 

-4 

7 8 9 10 11 12 2 3 4 5 6 7 8 
S .57. S .58. 

資料:日本経済新聞および広島県中小企業情報より収集

〈第5図〉卸売物価指数

(前年同月比. %.ー一一一一一全国.ーー『ーーー広島県)

3 

2 

。

7 8 9 10 11 12 2 3 4 5 6 7 8 
S .57. S .58 

資料 :8本経済新聞および広島県中小企業情報より収集

〈第6図〉消費者物価推数
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セントの上昇率で比較的に落着いている O さらに，卸売物価指数はマイナ

スを呈しており，外的要因が急、に突如として惹起しない限り，消費者物価

を押し上げることはないだろう。(第9表を参照)

輸入価格も前年同月比ではマイナスを示している。他方，対ドノレ相場も

235円前後で落着いており，園内の需要低迷を輸出増加によって景気好転

の傾向が表面化してきた。景気の不況のテイク・オフに，この力が作用

し，内需拡大に引継がれることを期待したいじ

1V.地場産業

広島県は南部沿岸地帯と中部高原台地，および北部山間地帯とに大別す

ることができるQ しかし，産業分布あるいは中枢市町の側面から分類すれ

ば，所謂，広島地域(県西部)，備後地域(県東部)，および備北地域(県

北部)に区分することができる。前者の区分よりも後者の区分の方が，わ

れわれに与えられたオブジェグトに対してベターであると考えられる。そ

れ故に，われわれは後者の地域分類によって，それぞれの地域の特殊，あ

るいは，産業振興ビジョンについて調べてみよう O

広島県西部に位置し広島，賀茂，呉，江能，芸北，竹原の 6広域市町

村圏から成り 5市43町2村で構成されているのが，広島地域である。広

島地域の面積は4，218平方メートルで，県全体の約50%を占めており，人

口は県全体の約 3分の 2を有している O 広島地域の北西部は高度700メー

トル以上の山地であり，その南側は400から600メートルの高さに高原が広

く分布し，太田)11，黒瀬川下流に狭い平野部があり，南部沿岸に連なって

2)中小企業庁が定義した地場産業の概念にもとづいて選定された業種は， 海産加

工，水産練製品，缶詰，野菜漬物，みそ，しょう泊，生菓子，清涼飲料，清酒，撚

糸，綿スフ織物，毛織物，染色整理，男子服，婦人・子供服，作業服，一般製機，

合板，木箱，木製履物，靴型，家具，宗教用具，建具，ゴム製履物，プラスチック

製履物，工業用ゴム製品，練瓦，研削砥石， クレー，伸鉄，鍛工品，鉄銑鋳物，や

すり，鋼船製造修理，船体ブロック製造，船艇製造，船舶機関，毛筆・絵画用品，

針・ピン，ホック・スナップ，麦藁・パナマ類帽子，かつら，運動競技用具である。
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いる。さらに，大小7つの島が点在している島興部が拡がり，これらの地

帯は温暖な気候であり，比較的降水量も少ない。北部山間地帯はやや気温

は低く，降水量も多く，寒冷地で降雪地でもある。

このような地域に存在している産業を事業所数の構成比からみるなら

ば，広島地域の全産業を100とした場合には，次のような比率で示される。

つまり，食料品が17.4パーセント，金属製品14.7パーセント，一般機械が

10.4パーセントでトップ・クラスにあり， 次いで家具・装備品が9.5パー

く第10表〉 業種別産業構成(昭和55年)(%) 

業種 地比¥域率

県計

票差|構成比 所事業数 I構成比所事数業 I構成比事所業数 I構成比
メ口斗 五十 1ω61100.0 6，964 100.。6，906 100.0 665 100.0 
食 料 品 2，113 14.6 1，209 17.4 764 11.1 121 18.2 

織 京住 工 業 866 6.0 56 0.8 790 11.4 13 2.0 

衣服・その他繊維製品 1，600 11.1 300 4.3 1，133 16.4 171 25.7 

木 材・木 製 ロ'"ロ 1，150 7.9 546 7.9 518 7.5 701 10.5 

家 具・装 備 品 1，313 9.1 661 9.5 613 8.9 54 8.1 
ノ、。 ノレ プ・紙 227 1.6 164 2.4 65 0.9 4 0.6 

出 版・印 届』 578 4.0 391 5.6 173 2.5 24 3.6 

化 AすU与与 工 業 106 0.7 65 0.9 30 0.41 3 0.5 

石油・石炭製品 17 0.1 12 0.2 2 2 0.3 
コ‘F ム 製 品 127 0.9 51 0.7 23 1.0 4 0.6 

なめし皮・毛皮 12 0.1 10 0.1 2 

窯 業・土 石 423 2.9 252 3.6 120 1.7 57 8.6 

鉄 鋼 288 2.0 111 1.6 178 2.8 1 0.2 

非 鉄 金 属 88 0.6 44 0.6 41 0.6 3 0.5 

金 属 製 ロEロ2 1，665 11.5 1，019 14.7 584 8.5 52 7.8 

般 機 械 1，291 8.9 719 10.4 592 8.6 15 2.3 

電 気 機 械 238 1.6 143 2.1 88 1.3 15 2.3 

輸 送 用 機 械 896 6.2 619 8.9 316 4.6 17 2.6 

0.5 49 0.7 19 0.3 4 0.6 

その他製造業 1，390 9.6 525 7.6 805 11.7 35 5.3 

資料:参考文献1，II，およびEより収集

3)広島県:広島地域に係る地場産業振興ビジョン，昭和58年， pp. 1~7 を参照。
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セント，輸送用機械が8.9バ一セント，木材・木製品は7.9パーセントと多

(第10表を参照)くなっている。

また製造品出荷額の構成比からみれば，輸送用機械が37.5パーセント

で，他業種を大きく引き離している O 続いて一般機械が10.9パーセント，

およ食料品が9.1パーセント，鉄鋼7.6パーセント，化学工業，非鉄金属，

全県の出荷額と比べてみれび金属製品が5パーセント台となっている。

輸送用機械が7ポイント程度高くなっており，鉄鋼が7ポイント弱低(i， 

(第11表を参照)くなっていることが著しく目に移る O

備後地域は広島県の東南部に位置し，東は岡山県と隣接している。この

製造品出荷額構成比(昭和55年)(%) く第11表〉
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資料:参考文献1，II，および彊より収集
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地域は三原，尾道，福山，府中，国島の 5市16町 l村で構成されている O

備後地域の面積は2，006平方キロメートルで、県全体の約25パーセントを占

め， この地域の北部地帯は海抜700メートノレ以下の緩かな山地， 神石・世

羅高原台地を有し， 南部は200メートル以下の低山地と平野が拡がり， 生

口島，因島，向島などの島興部から成っている。南部の気温は温暖で降水

量も少なく，北部では寒冷地であり，降水量もやや多くなっている O

この地域における業種別産業構成(昭和55年)を事業所数の構成比でみ

れば，衣服・その他繊維製品が16.4パーセント，繊維工業が11.4バ一セン

ト，食料品11.1パーセントとトップ・クラスを形成している。続いて，家

具・装備品，一般機械，および金属製品が 8パーセント台を占有し木材

・木製品が7.5パーセント以外は少ない。(第10表を参照)

次に， この地域における製品出荷額の構成比を調べてみれば， 鉄鋼が

32.0パーセントでトップを占め，輸送用機械が12.5パーセント，一般機械

が9.7パーセント，衣服・その他繊維製品7.5パーセントと続いている。特

に，鉄鋼の出荷額は全県と比較して2.5倍強であり，衣服・その他繊維製

品が5ポイント，繊維工業および家具・装備品が2ポイント程度多いのが

自に附く。(第11表を参照、)

備北地域は広島県の北東部に位置し北部地帯は島根県と東部地帯は岡

山県と隣接している O 三次，庄原の 2市10町 3村で構成され， 2，026平方

キロメートノレの面積を持ち，県全体の24パーセントを占めている。北部県

境には東西に向って中国山地が縦走L，吾妻山， 比婆山などの1，000メー

トル以上の高峰に連なっている。従って平坦地が少なく，主として山地に

よって形成されており，丘陵地あるいは三次盆地などが存在している程度

である。この地域は山間部にあるため低温多湿で、豪雪地帯とL、う特有の気

候を持つている:

このような特有山間地に位置しているために，業種別産業構成(昭和55

4)広島県:備後地域に係る地場産業振興ビジョン，昭和57年， pp. 1~5 を参照。

5)広島県:備北地域に係る地場産業振興ビジョン.昭和58年， pp. 1~4 を参照。



広島県活性化の課題 19 

年)も衣服・その他繊維製品事業所数が25.7パーセントを占め，木材・木

製品が10.5パーセントで食料品の18.2パーセントが上位を占有しているO

それに続いて， 窯業・土石および家具・装備品が， それぞれ8.6パーセン

ト， 8.1ノえ一セントであり，金属製品の7.8パーャ:ントを除いて，その他の

事業所数は少なL、。(第10表を参照)

また，この地域における製造品出荷額をみても，輸送用機械の32.1パー

セントをトップに， 木材・木製品が10.5パーセント， 窯業・土石が9.3パ

ーセントと比率が高くなっている Q 県全体と比較しでも窯業・土石が4倍

であり，木材・木製品が3倍を占め，衣服・その他繊維製品，非鉄金属，

輸送用機械，および精密機械が3ポイント程度高い。(第11表を参照)

われわれがこれまでみてきたように，気候あるいは地勢によって業種別

事業所の構成，およびそれらの製品出荷額比率においても，それぞれ地域

的な差異がみられる O

広島地域における地場産業は，製材・合板，家具，桐箱・小木工品など

木工関係が集積し，生菓子，清酒，水産加工，缶詰・飲料，みそ・しょう

油など食料品関係も多く，やすり，筆，針・ピン，窯業製品が立地してい

るのが特徴的である。

広島地域は広島市を中心に最も都市化が進んでおり，中国地方の中核都

市圏として位置付けられている O そのために，国際化および情報社会化が

ー属強まってくるものと考えられる O

備後地域における地場産業は，履物，織物，ねん糸および染色，既製服，

作業服などの繊維・衣服関連業種が多く，仲鉄もほとんどこの地域に集中

している。みそ・しょう油および清酒など食品関係は比較的少なL、。また，

窯業製品，やすり，筆，針・ピンの企業は皆無である。

備北地域における地場産業は，作業服，木材・合板が多L、。しかし，広

6)広島県:広島地域に係る地場産業振興ピジョン， p.27を参照。

7)広島県:広島地域， pp. 67~78，備後地域， pp. 82~97，備北地域， pp. 60~63 を

参照。

8)広島県:備後地域に係る地場産業振興ピジョン， p.43を参照。
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島地域におげる木工関連および食品関係，あるいは備後地域における紘維

および衣服のように，集積した特徴はない。まずこ.履物，仏壇，イ申鉄，や

すり，中小型船舶，筆，針・ピンの業種は，企業存立がみあたらない。製

材および合板が，やや市部に集中している傾向があるけれども，その他の

業種Lt集中傾向を示していない。

このような状況のなかで，地場産業が積極的に取り組まねばならない振

興方向，あるいはその課題は，次のようなものがあげられるだろう O

(1) 新製品および新技術の開発

地場産業の新たな発展の契機として，新製品および新技術の開発に対す

る期待は大きく，新規製品分野への参入意欲を持つ企業は多い。新製品の

基本的方向は，消費者ニーズに沿った商品を提供することであるが，消費

者ニーズば，価格経済性志向，快適簡便性志向，高級化志向，複合機能化

志向， ファッション志向，健康志向，創造性開発志向など種々の要因に依

存している。これら消費者ニーズの変化に反応するために，次のようなこ

とを具体的に実施する必要がある O

(イ) 新製品およびデザインの開発

同 情報センタ一機能の強化および拡充

同 消費者ニース，新生産技術，新素材発掘に関する情報の収集およじ、

提供

与) 情報解析のためのアドパイザ一機能や情報源に関するコンサルティ

ング機能の強化

(的 生産設備の改善および合理化による生産技術力の向上

(2) 販路および市場の開拓

市場開拓のための多様な活動を行なう必要がある地場産業は，主として

独自ブランド保有化，地元需要対応型，伝統工芸型のタイプである。その

具体的方策として次のようなものがあげられる。

げ) 既存市場の深耕と確保

9)広島県:備北地域に係る地場産業振興ビジョン， p.27を参照。
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(ロ) 新技術研究および新鋭設備の導入による生産性向上および低価格品

の提供

州 新製品，デザイン開発，新用途開発による製品の高級化

同 非価格競争力の強化および新規ユーザーの開拓

このように市場開拓のために多種多様な活動が必要になってくるのであ

るが，市場.QX;熟段階の市場開拓ば，消費地への販売拠点の設置，販売宣伝

活動というような直接的な営業力の強化ばかりでなく，高品質化商品の生

産志向，品質規格，品質保証制度の整備などによって，産地ブランドの知

名度向上を図るなど総合的な機能の強化が必要である。

まずこ，企業の国際化の波のなかで，地場産業の海外市場への積極的な取

り組みが必然的に強まってくるであろう。これに対応するために海外情報

の収集および機能の充実が必要になってくるだろう O

また，高速交通体系の整備によって，観光客の増加が予想される。従っ

て，地場産業にとっては，みやげ物販売を通じて市場拡大につながるので

あるから観光関連産業との関連も心要になってくるだろう O

(3) 雇用対策と人材育成

池場産業は企業規模も小さく，人材不足が慢性化し，従業員の採用も困

難である。そこで人材育成は最大の課題である。人材育成のためには，技

術者の技能向上，先端産業の知識の習得などが必要で、ある O そのためには

研修制度，講習会によって，技術者の養成および技術の向上をはかる一方，

技術者の意欲を高める必要がある。

さらに，地元教育機関との連携による人材供給体制の確立，企業経営教

育，後継者養成事業，産地イメージの向上，労働環境整備，福利厚生の充

実などが急務である。これら諸活動を通じて若年労働力の確保，若年労働

力に対する魅力ある産業にならねばならない。

ω 異業種間交流事業への取り組み
企業経営者の交流を組織的に展開し賛同企業の輸を同一業種のみなら

ず，異業種間にまで拡げて行くことが必要である。
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そのほか地場産業のより効果的な振興および発展を図るためには，次の

ような方策を実行する必要がある O

倒産業立地の環境整備

地場産業ーは住工混在型が多く，工場拡張の困難性，公害対策費負担，操

業時間の制約，輸送条件の悪化など，多くの問題点、をかかえている。そこ

で、新たな工場適地への集団化，すなわち集団移転などのように，環境を整

備することが課題である。

(b) 新規企業の導入

地場産業にとっては，新規企業の導入によって雇用の拡大を図り，地域

への定住を促進することが重要な課題である O 新規企業の導入による波及

効果は，地場産業の活性化に対して大きな触発となり，新規企業との交流

による技術移転ば，新製品の開発における経営者意識の啓発が期待され

る。

( c) 中核的機構の整備

各種の振興対策と併行して，地域ぐるみで取り組むべき中核的機構の整

備が望まれる。

げ) 情報収集および提供機能

特許情報，科学技術文献情報，生産技術情報，製品開発情報など。

コンサルティング機能の整備，全国および海外の人材マップおよび

情報ソースマップの作成ーなど。

(ロ) 異業種交流促進機能

経営者のくつろぎおよび情報交換の場の提供，企業のクーループ化に

よる共同研究など。

川教育および研修機能

研修室などの提供，研修プログラムの作成など。

科技術およびデザインの指導機能

各種講習会および共同研究会などの企画，企業相談のアドパイス機

能など。
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制製品の試験検査機能

三次元測定器などの精密機器の設置，指導員のもとでの共同利用な

ど。

(ぺ経営相談機能

取引先の斡旋など。

(刊 製品の展示，即売，普及および啓発機能

製品の展示ホーノレ，常設即売場，手工品の実演製作による紹介およ

びPR，伝統的設備および歴史的資料の展示など。

これまでみてきたように，地場産業振興に対して，多くの問題点および

課題をかかえているといえる。これらー烏一石には解決されるものでもな

く，長期間の息の長い努力が要求されるものである O

V.テクノポリス構想

近年テクノポリス建設構想が，全国25の地域から名乗りをあげてきた。

テクノポリスとは，一種の合作語であり，テクノロジイとポリスを組み合

わせた日本的単略語である。テクノポリス構想というのは，現在人口20万

人程度の規模をもった都市の郊外や，その周辺地域に，先端技術産業およ

び研究機関，快適な生活環境を有機的に配置するということである O すな

わち，技術集積都市の建設構想である。この狙いは停滞した経済あるいは

低成長経済に，新しい活力を与えるとL、う主要な国家施策の一つで、ある。

広島県の場合は，呉市を母都市としそれを補完する機能をもった広島

市を父都市として位置づけている。賀茂学園都市の建設が進められている

東広島市，居住環境地域構想の黒瀬町，安芸津および竹原市に及ぶ面積約

220平方キロメートル地域が包含されている G 広島県におけるテクノポリ

ス，言い換えれば広島中央テクノポリス構想は，中心部に産業，学術，行

政の連携による研究開発機構および国際材料科学研究センターといった国

際的な研究技術集積都市をめざしている。そのためには次のようなものを

10)広島県企画部:ふれあい8月号， No.33，昭和57年8月1日を参照。
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導入するというのである。

げ) エレクトロニクス関連工業

(吟 内陸直結の流通業務機能の整備

川 内陸の立地条件を生かした工業

判 賀茂学園都市を核とした各種研究機関の集積および最適技術情報の

提供

刷新しい産学協同の研究開発型産業

付 ハードな先端産業の導入によって産業ベルトゾーンの形成

(約 技術立国としてのベンチャー的民間企業研究所の設立

(7'1 学園研究者のためのゆとりある居住空間の形成

(リ) 広島中央イノベーション・シティの中核として高次都市機能の集積

伏) 新旧バランスあるアメニティ空間の形成

似 国際交流センターおよび中央公園の建設

刷 新産業と農業の調和した田園都市の形成

り) ク、リーンベルトの形成およびレクリェーション機能の充実

その周辺都市の役割は，まず第一に，父都市広島市は中国地方の中枢都

市としての政治，経済，文化機能の提供，空港，エレクトロニクス専門商

社，金融機関等による高次流通業務機能の提供をなし母都市呉市は高付

加価値型産業の導入による産業構造の多様化，商業，文化，教育，医療機

能の強化，広域レクリェーション基地の提供を行なう。竹原市および安芸

津地区は公園文化都市の形成，新しい農漁業および工業の複合によるニュ

ー・フード・インダストリィの形成をにない，沿岸部および島興部はテグ

ノポリス圏との連携による定住閤の一体的整備，大規模保養基地，県民の

浜など海洋性レクリェーション基地の整備があげられている。さらに，周

辺内陸地域もまたテクノポリス圏との連携による定住圏の一体的整備，農

業生産の高度化，野外レクリェーション・ソーンの形成が行なわれること

になっている。

広島県の基本的構想理念は，国際的な研究技術集積都市をめざし，地域
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産業と関連した先端技術産業を導入l.-，それを育成することであり，内外

に聞かれた交通環境および快適な居住環境を創造し，技術および学術の情

報を西日本に波及させることであり，これらによって県勢の活性化を担う

ものであるとされている。

広島県における県勢活性化のための推進委員会がまとめた活性化の戦略

は，次のような 8項目である。

(1) 技術立県と産業拠点の分散配置

(2) 県土の骨格を形成する幹線交通網の重点整備

(3) 地域活力と創造住の開発および育成

付) 生産性の高い農林水産業の実現

(5) 多彩な地域産業の展開

(6) 多様化する需要に対応した観光開発

(の 情報機能の強化およびサービス業の振興

(8) 技術革新と高令化のなかにおける展開の安定

このなかで技術立県として異業種交流，中堅企業の育成，産学官協同の

研究開発機構の設置，先端産業誘致などが特に強調されている。

VI.あとがき一一課題一一

これまで見てきたように，広島県は全国平均と比較して劣勢にある。そ

れは，所語，鉄鋼，造船といった基幹産業に依存し，それらを取り巻く中

小企業が多く，好調に支えられていたけれども，第2次オイルショッグ以

後のリセッションを乗り越えられないままに時を過しているO このような

低調状態から抜け出すべき方策が，県当局の手によって発表されたのであ

る。それが地場産業の振興であり，テクノポリス構想であった。そこで，

いくつかの間題を提起し，同時に，中四国商経学会において報告した際に，

フロアーから出されたクェッションに対l.-，私なりのコメントを並記する

ことを御許しいただきたL、。

11)日本経済新聞:昭和58年2月17日を参照。
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(1) 情報システムの拡充・強化

広島県では福山市に情報センターの設置が構想として掲げられている。

地場産業振興に関するユーザーのニーズに対応できるインホメーションの

収集がなされるものでなければならなし、。平和都市広島を国際的な都市へ

と発展させる構想がなされている。そのためには国際的情報が収集される

インホメーション・センターが設置されなければならなし、。種々なる商品

の展示場も必要であり，文化的な催しも聞くことができる場も必要であ

る。早急に総合的なインホメーション・センターの設置にとりかからねば

ならなし、。広島市に国際的情報センターを設置し福山市に従属した国内

情報センターの設置がなされ，相互に関連した情報交換が行なえるように

すれば，広島県東部地区の産業振興と発展にも寄与するであろう。

(め 販路・市場開拓の具体的行動

地場産業振興のためには，ユーザーのニーズが判明しなければならな

L 、。それが判定できるならば，それによってデザイン，商品イラスト，包

装，宣伝などが決定されるだろう。例えば，一村一品運動，所謂ふるさと

運動も，その小さな灯であるが，この運動を進展させる必要があり，その

ためには反省と研究， さらに時の流れに沿った考案工夫がなされねばなら

ない。

ゆ) テクノポリスと地場産業の関連

広島地域は高速交通網の整備に伴なって工業立地が活発化し，広島中央

部ではテグノポリス建設構想が進められ，先端技術産業，つまりハイテク

ノロジーおよひ、パイオテクノロジー産業の導入および育成の計画が取り上

げられている。これら先端産業から生まれてくる成果を取り込みながら，

先端産業分野に直接参入してゆくような地場産業，または消費者ニーズの

変化に積極的に対応する近代的な都市型地場産業に変容する必要に迫られ

るであろう O

地場産業と先端技術産業との連携は，次の 3つのタイプに大別される。

12)広島県:広島地域に係る地場産業振興ピジョン，昭和58年， p.70を参照。
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w 生産工程でのコンピューター技術の利用
げ) 省力化および省エネノレギー化

伊) 生産期間の短縮

付熟練技術の分解および製品品質の安定化

(B) 先端産業分野から出てくる新素材の利用

(c) その他新素材の開発
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このような先端産業分野との連携によって，さらに一層新製品および新

技術開発の活動が進められ，広島地域の地場産業は，メカトロニクス化，

新材料による新用途の開発，加工技術の他分野への応用，新産業の展開へ

と動いてゆかなければならない。

※ テクノポリスを全国15ケ所程度来年初めに決定しようとしているが，それはナ

ンセンスであり，重点的に配置する必要があるのではないか。また，ハイテク

ノロジーと地場産業をどのように結びつけようとしているのか。

確かにテクノポワスを政府は最終的に19ケ所程度決定する心算らしいが，仰

せの通り，私自身も反対である。テクノポリスはハイテクノロジーおよびノミイ

オテクノロジーといった非常に高度な技術開発および研究都市構想である。そ

れ故に費用も相当必要であるから，重点的配置が賢明であろう。全国を大きく

別けて，北部，中部，西部と仮に区分すれば，東北および北海道地区，北陸お

よび東海地区，中四国および九州地区に，それぞれ中心地域に設置し，それら

地域に連結した技術開発を育成すべきで、ある。例えば，広島県においては，造

船および鉄鋼といった基幹産業があるが，不況にあえいでいる。そこで新素材

である超セラミックスの利用が必然的に要求されている。この新素材と従来か

ら存在している基幹産業を如何に結び附けるか。行政当局がその役割のパイピ

ングを来さねばならないと考えている。

帥異業種聞の交流

異なった業種が一向に会し，話し合いを行なうことによって，情報交換

がなされるであろう O さらに他業種の見学およびセミナーの開催などによ

って，異業種間の交流を深めることができるであろう。そこで共同研究お

よび新製品の発見などが生ずるであろう。こうしたメリットが異業種間交

流によって得られるであろう。それにはまず第一に閉鎖的な考え方でな

く，もっと開放的で大局的な見地に立って，物の考え方をせねばならない。



28 第7巻第2号(経済学・経営学縞)

※ 異業種間交流というが，具体的にどのようなものが考えられるか。

例えば，広島県北部地域は山間部であり，平地が少ない。従って山間部を利

用した畜産を盛んにすべきである。例えば，縮羊を放牧したり，肉牛の放牧を

行う。羊毛は農協を通じて織物業界へ販売する。あるいは皮革はその業界が購

入する。それが垂直的に連結し，農家が安心して山間部に定着できるようにす

ることであると私は考える。マトンあるいはラムは牧場で焼肉・バーベキュー

に，大自然のなかで食べられるようにすれば，観光的な一役にもなるだろう。

農林行政は減反の仲介役でなく新しい農林行政を考えねばならない時代に入っ

ていると思われる。

(5) 内陸工業田地と交通網整備

本年四月に中国縦貫道が全線開通し，さらに南部地域に山陽自動車道が

造成される予定になっている。中国縦貫自動車道が出来上るに従って，三

次工業団地，高田工業団地，氏神工業団地と内陸部に工業団地が造成され

つつある O こうした交通網を充分に活用するためには，精密工業，電気お

よび電子工業などの誘致がなされねばならない。このような産業誘致に際

して，環境整備が必要である。つまり，汚水処理施設など環境破壊につな

がらない方策を考えていかなければならなし、。

※ 新空港の設置が急がれているが，その必要はないのではないか。空港審議会の

メンバーに航空専門家が入っていないためではないだろうか。

新空港が絶対必要であるか否かは，私自身明言することはできない。しかし，

直観的に言えば，新空港が国内のメイン・ルートであり，国際空港になり得

るならば，絶対的に必要であるだろう。しかし，ブランチ・ルート以外の何も

のでもないならば，急いで建設する必要はないかもしれない。しかし，この面

における知識がないためにこの程度で・御勘弁願いたい。ただしもう数年経て

ば， リニアモーター・カーが実用する段階に到達するのではないだろうか。そ

うなれば，新しい交通、ンステムとして， 超特急、新幹線が誕生するかもしれな

い。それらも考慮して考えるのが妥当ではないだろうか。

(めその他の問題

広島県における交通網整備は遅れていると言わねばならない。中国縦貫

自動車道は完成したけれども，国道2号線とを結ぶ横断道は国道54号線し

かない。福山地区から縦貫・道へのルートはなく，陰陽を結ぶルートも整備

されていない。交通システムは物の流通には欠くことのできないものであ
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る。その体系の不備は，自動車の通過県になり，吐気ガスとほこり以外に

受取るものはない状態になる。例え工業団地がすばらしく立派に造成され

ようとも，人員確保，あるいは流通システムの便が出来なければ，新規に

企業を誘致することは難しいのである。

※ 関連したことで島l興部対策をどのように見ているのか。

従来は気候の温暖さと冬期にも比較的低温に下がらないということから島喚

郊に柑橘の栽培が奨励された。それが現在では温川ミカンの過剰となり，キュ

ウイ・フルーツあるいはネーフ、ルなどへの転換が言われているが，これも場当

り的な側面を強く感じる O こんなことよりむしろ，契約栽培例えば，白菜，大

根などのように，近効農業的な野菜栽培に戻るべきだと考えるo花木の栽培も

一案であろう。島興部が橋で結ばれ船に頼らねばならない時代は終りを告げよ

うとしているのであるから，島噴部を如何に育成するかは，今後大きな問題と

なるであろうと私は考えている。

これまでみてきたように，経済活性化のためには，短期的で場当り的な

施策では焼け石に水という感をいなめなし、。テクノポリス構想、が，例えば

政府指定から漏れたとしても，県独自あるいは官民を加えて構想実現に遭

進する必要がある。同時に交通網整備，つまり新交通システムを加味した

整備体系に取り組まなければならない。広島市の国際都市化に対しても，

文化的および経済的側面から情報システムの整備・拡充，各種展示場の確

保，各々研究機関および試験場の統合等々難問が多い。しかしながら，将

来 100年の計画および社会変遷に対応するためには，総合的かつ有機的な

政策を立て，長期に亘って完成させる必要に迫られている。総合的かっ有

機的な政策の遂行こそ，広島県活性化の課題である。

(December 24， 1983) 
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